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会 社 名  株式会社網屋 

代表者名  代表取締役社長  石田 晃太 
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問合せ先  取締役管理本部長   森 行博 

（TEL. 03-6822-9999） 

 

 

株式会社 NTTPC コミュニケーションズとの業務提携に関するお知らせ 

 

当社は、本日、2024 年５月 30 日に株式会社 NTTPCコミュニケーションズとの間で、中堅・中小企業のセキュ

リティ課題の解決を目的に業務提携することを決定し、業務提携契約を締結いたしましたので、下記のとおり

お知らせいたします。 

 

記 

 

１．提携の理由 

 日本企業へのサイバー攻撃の脅威は近年高い水準で推移しており、中堅・中小企業にとっても早急なセキュ

リティ強化が課題となっています。しかし、DX 推進の進展の中、深刻な IT 人材不足により足元のセキュリテ

ィ強化もままならない状況です。 

「激化するサイバー攻撃」と「IT 人材不足」という課題に対し、中堅・中小企業に販路を持ち、柔軟にカス

タマイズ可能なハイブリッドクラウドサービス「カスタムクラウド🄬」を提供する NTTPC と、「フルマネージ

ド SASE Verona」を提供する網屋が業務提携をすることで、こうした社会問題の解決に取り組んでまいります。 

 

２．提携の内容 

（１）「フルマネージド SASE Verona」等の販路拡大 

NTTPC は、同社が保有する中堅・中小企業への販売チャネルとノウハウを通じて、網屋の「フルマネージド

SASE Verona」等のネットワークセキュリティサービスを販売します。これにより、お客さまの運用負荷や運

用コストを低減し、ニーズに合ったセキュリティ対策をご利用いただけるようになります。 

 

（２）「フルマネージド SASE Verona」の基盤強化 

網屋は、NTTPC が提供するハイブリッドクラウドサービス「カスタムクラウド🄬」を「フルマネージド SASE 

Verona」の基盤として採用することでサービス品質の向上に取り組んでまいります。 
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３．業務提携の相手先の概要 

（１）株式会社 NTTPC コミュニケーションズ 

（１） 名 称 株式会社エヌ・ティ・ティピー・シーコミュニケーションズ 

（２） 所 在 地 東京都港区西新橋二丁目 14 番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 工藤 潤一 

（４） 事 業 内 容 

ネットワーク事業 

データセンター事業 

セキュリティ機器、通信機器等の製品販売および製品保守サービス、ワ

ンビリングサービスや SI などの提供 

（５） 資 本 金 40 億円 

（６） 設 立 年 月 日 1985 年９月４日 

（７） 大株主及び持株比率 NTT コミュニケーションズ株式会社 100.00% 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 

当該会社へのセキュリティ機器・ソフトウェアの販売

等、サイバーセキュリティサービスにおける相互取引が

あります。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2021 年３月期 2022 年３月期 2023 年３月期 

 純 資 産 18,789 百万円 18,154 百万円 17,147 百万円 

 総 資 産 31,890 百万円 31,516 百万円 28,362 百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 234,862.64 円 226,929.25 円 214,343.55 円 

 売 上 高 44,544 百万円 40,947 百万円 40,304 百万円 

 営 業 利 益 4,092 百万円 4,049 百万円 2,641 百万円 

 経 常 利 益 4,187 百万円 4,103 百万円 2,711 百万円 

 当 期 純 利 益 2,867 百万円 2,993 百万円 1,829 百万円 

 １株当たり当期純利益 35,849.92 円 37,416.97 円 22,865.27 円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 35,849 円 37,417 円 22,865 円 

 

４．日 程 

（１） 契 約 締 結 日 2024 年５月 30 日 

（２） 業 務 提 携 開 始 日 2024 年５月 30 日 

 

５．今後の見通し 

本件は、中長期的に当社の業績及び企業価値向上に資するものと考えており、今後、開示すべき重要な事項

が発生した場合には、速やかに業績への影響を開示いたします 。 

 

以上 


